
災害対策基本法等の一部を改正する
法律について

資料ー２

仙台河川国道事務所
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頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。
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○法改正の経緯

・甚大な災害をもたらした令和元年東日本台風（台風第
１９号）等においては、避難勧告、避難指示の区別等、
行政による避難情報が分かりにくいという課題が顕在化
したことに加え、避難しなかった又は避難が遅れたこと
による被災、豪雨・浸水時の屋外移動中の被災、高齢
者等の被災等も多数発生。

・災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に規定さ
れる避難勧告及び避難指示の取扱い、高齢者等の避難
の実効性確保、広域避難（災害発生のおそれがある段
階における市町村又は都道府県の区域を越えた居住者
等の避難）等がこれらの検討課題に対応するため、今般
の法改正を実施。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○避難勧告・避難指示の一本化等

・避難勧告で避難すべきであることが理解されていないこと、
避難勧告と避難指示の違いが理解されておらず、避難指示が
発令されるまで避難しない、いわゆる「指示待ち」の人が依然
として多いこと、市町村長に対し実施したアンケート結果等を
踏まえ、避難勧告と避難指示を避難指示へ一本化。

・浸水想定区域内のマンション低層階や平屋に居住する者等
の「必要と認める居住者等」に発令することができるよう、上層
階の居住者等に対し必ずしも立退きを指示しないことが可能
となるよう避難指示の対象を「必要と認める地域の必要と認
める居住者等」とすることとした。

・避難勧告と避難指示の一本化に併せ、災害が発生し、又は
まさに発生しようとしている場合において、避難のための立退
きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶ
おそれがある場合は、高所への移動等、緊急に安全を確保す
るための措置（緊急安全確保措置）を指示できるよう法改正。

・、要配慮者に対して、その円滑かつ迅速な避難の確保が図
られるよう必要な情報の提供その他の必要な配慮を実施。

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○個別避難計画の作成

・避難行動要支援者名簿に掲載された避難行動要支援者の
災害時の円滑な避難の実効性を確保するため、当該避難行
動要支援者ごとに避難支援等実施者等をあらかじめ定める個
別避難計画の作成について、地方公共団体の取組を一層促
進する必要があることから、その作成を市町村の努力義務と
するとともに、個別避難計画の作成に必要な個人情報の利用
及び個別避難計画の活用に関する平常時と災害発生時にお
ける避難支援等関係者への情報提供について、個人情報保
護条例並びに個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報
保護法」）及び今国会に提出されている「デジタル社会の形成
を図るための関係法律の整備に関する法律案」による改正後
の個人情報保護法との関係を整理の上、規定を設けることと
した。

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○災害発生のおそれ段階での国の災害対策本部の設置及び
広域避難に係る居住者等の受入れに関する規定の措置等

・災害発生前から国の災害対策本部を設置できることとした。

・広域避難等の円滑な実施を確保するため、広域避難の協議
や居住者等の運送の要請ができるよう規定を整備することと
し、また、市町村長や都道府県知事が適当な協議の相手方を
見つけられない場合等において、円滑かつ迅速な広域避難の
実施に支障が生じないよう、都道府県知事又は内閣総理大臣
による助言規定を設けた。

・現行の災害対策基本法において、災害が発生した場合にお
いて適用できることとされている、市町村間及び市町村と都道
府県間、都道府県間、これらの応援の円滑な実施のための国
による調整並びに都道府県と指定行政機関等間の応援規定
について、災害が発生するおそれがある段階においても適用
可能とした。

・、国及び地方公共団体が、災害の発生を予防し、又は災害
の拡大を防止するため、実施に努めなければならない事項と
して広域避難の協定の締結に関する事項を追加。

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○災害発生のおそれ段階での国の災害対策本部の設置及び
広域避難に係る居住者等の受入れに関する規定の措置等

・地方公共団体における地域防災計画の作成に当たっても、
災害が発生するおそれがある段階での円滑な受援又は応援
についても配慮することとした。

・改正法により、広域避難の協議等や災害が発生するおそれ
がある段階で の応援の要求等の規定が設けられることを踏

まえ、災害の発生又は拡大を未然に防止するために行うもの
とする災害予防の事項として、災害が発生するおそれがある
場合の相互応援の円滑な実施及び民間の団体の協力の確
保のためにあらかじめ講ずべき措置に関する事項を追加する
こととした

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○非常災害対策本部長の内閣総理大臣への変更及び特定
災害対策本部の新設

・非常災害対策本部長の内閣総理大臣への変更し、迅速性
や高度な判断・調整が求められる災害応急対策について、そ
の実施体制を強化。

・、非常災害に至らない規模の災害であっても人の生命又は
身体に急迫した危険を生じさせ、地域の状況等の事情を勘案
して災害応急対策を推進するため特別の必要がある特定災
害については、当該災害が発生し、又は発生するおそれがあ
る場合において、防災担当大臣等を本部長とする特定災害対
策本部を設置できることとしたものである。

○内閣危機管理監の中央防災会議の委員への追加

・政府の防災体制の強化に向け、災害発生時のみならず、防
災基本計画の作成やその実施の推進、重要事項の審議等、
平常時における防災対策の立案についても、大規模災害発
生時の初動時の知見を持つ内閣危機管理監の知見を踏まえ
たものとするため、法に規定する中央防災会議の委員として、
新たに内閣危機管理監を加える。

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）
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○防災担当大臣の必置化
・頻発化する大規模災害に適切に対応し、国民の安全の確保
に政府一体として取り組むため、防災分野を掌理する特命担
当大臣について、内閣府設置法上必置とした。

○災害救助法の一部改正関係
災害が発生するおそれがある段階で、国が災害対策本部を
設置した場合において、都道府県知事又は救助実施市の長（
以下「都道府県知事等」という。）が、当該本部の所管区域と
された市町村（以下「本部所管区域市町村」という。）の区域
内において、災害救助法を適用することを可能とし、当該都
道府県知事等が、当該災害により被害を受けるおそれがあり
現に救助を必要とする者に対しても救助を行うことができるこ
ととする。これらの救助について国庫負担の対象とする。

また、災害発生の段階における救助と、発生するおそれがあ
る段階における救助について、適用の関係を明確にするとの
観点から、救助法を適用する場合における都道府県知事等
による公示に関する規定についても整備。

なお、災害が発生するおそれがある段階での救助を救助法
上に追加することに併せ、救助法の目的規定や都道府県知
事による連絡調整規定、事務処理の特例、繰替支弁規定等
についても改正。

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強
化を図るため、以下の措置を講ずることとする。

災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要（R3.5内閣府）



災害対策基本法等の一部の法改正を踏まえ、「避難勧告等に関するガイドライン」を名称を含め見直
し、「避難情報に関するガイドライン」して改定。
避難のタイミングをレベル４の避難勧告と避難指示(緊急)を「避難指示」に一本化（現行で避難勧告を
発令しているタイミングで、避難指示を発令する）

明確にするため、警戒「災害が発生するおそれ」の段階で、地方公共団体が避難先・避難手段の協
議・要請を行える仕組みの制度化。
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避難情報に関するガイドラインの改定（R3.5内閣府）

令和元年台風第19号では、様々な防災情報が発信されているものの、多様かつ難解であるため多く
の住民が活用できない状況であった。

これを踏まえ、住民等が情報の意味を直感的に理解できるよう、防災情報の５段階警戒レベルの名
称見直しを行い、提供することにより、住民の避難行動等を支援する。
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警戒レベルを用いた防災情報の発信



警戒レベルは、居住者がとるべき行動と行動を居住者等に促す情報を関連付けるもの。
警戒レベルを用いて、出された情報から行動を直感的に分かるよう伝達。
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警戒レベルを用いた避難指示等の発令

「避難情報に関するガイドライン」に、警戒レベル発令の目安となる氾濫開始相当水位を新たに明示。
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※また、危険箇所を受け持つ水位観測所が、当該危険箇所よりも下流側の離れた位置に
ある場合は、氾濫開始相当水位への到達よりも氾濫の発生が先行することもある。国管理
河川においてはこのような場合、洪水の危険度分布（水害リスクライン）が参考となる。

氾濫開始相当水位



警戒レベル発令の参考となるよう河川洪水予報に警戒レベル相当情報を盛りこんだ発表を実施。
国管理河川の（水位）の欄が３時間から６時間先までに拡張。
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警戒レベル相当情報を盛り込んだ洪水予報の発表

避難警戒レベルとは、５段階に整理した「住民が取るべき行動」と「行動を促す情報」とを関連付けるもの。
警戒レベル相当情報とは、様々な防災気象情報のうち、避難情報等の発令基準に活用する情報につい
て、警戒レベルとの関連を明確化して伝えることにより、住民の主体的な行動を促すためのもの。
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警戒レベルを用いた避難指示等の発令基準



水位の状況、洪水予報発令状況については
「川の防災情報」から閲覧が可能です。
ＵＲＬ https://www.river.go.jp/index 15

発令される予警報

・氾濫危険水位 ：市町村長の避難指示の発令判断の目安（LEVEL４）
住民の避難判断、災害の恐れが高い水位

・避難判断水位 ：市町村長の高齢者等避難開始の発令判断の目安（LEVEL３）
災害時要配慮者の早期避難、住民の氾濫に関する情報の注意喚起

・氾濫注意水位：水防団の出動の目安となる水位。（LEVEL２）
・水防団待機水位：水防団が水防活動の準備を始める水位。（ LEVEL1）

時間の流れ

警戒レベル１相当 警戒レベル２相当 警戒レベル３相当

氾濫危険水位

避難判断水位

氾濫注意水位

水防団待機水位

警戒レベル５相当
（氾濫発生）

警戒レベル４相当

水防団待機水位 氾濫注意水位 避難判断水位 氾濫危険水位

ホットライン
（避難判断水位到達）

ホットライン
（氾濫危険水位到達）

ホットライン
（破堤など甚大な被害発生）
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洪水予報の基準となる河川水位



観測所の基準水位（ｍ）
河川における
基準水位の役割

水

位

の
上

昇

水位警戒
レベル

洪水予報

氾濫危険水位

氾濫注意水位

水防団待機水位

避難判断水位

この間で避難
を行う時間
約2～3時間

氾濫の恐れのある水位
（洪水により、堤防の決壊や
浸水被害が発生する恐れの
ある水位）

避難準備情報等の発令判断の
目安となる水位

水防団出動の目安となる水位

丸森 笠松 岩沼

氾濫危険情報

（※洪水警報）

氾濫危険水位に達したとき

氾濫警戒情報
（※洪水警報）

氾濫危険水位に達する予測
がでたとき

又は避難判断水位に達し、
なお上昇の見込みのとき

氾濫注意情報
（※洪水注意報）

氾濫濫危険水位を超え、
なお上昇の見込みのとき

22.30 17.00 8.20

22.00 16.60 7.90

19.50 14.50 5.00

18.00 13.00 4.00

120分（2時間） 180分（3時間）120分（2時間）

氾濫発生情報

（※洪水警報）

氾濫が発生したとき

避難所開設
約１時間

60分（1時間） 60分（1時間） 60分（1時間）

※想定以上に水位上昇が早い場合、早めの行動を要する。

※

※

警戒レベル5相当
氾濫!

警戒レベル
4相当
危険!

警戒レベル
3相当
警戒!

警戒レベル
2相当
注意!

警戒レベル
1相当
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阿武隈川の基準水位

観測所の基準水位（ｍ）
河川における
基準水位の役割

水

位

の
上

昇

水位警戒
レベル

洪水予報

氾濫危険水位

氾濫注意水位

水防団待機水位

避難判断水位

この間で避難
を行う時間
約1～3時間

氾濫の恐れのある水位
（洪水により、堤防の決壊や
浸水被害が発生する恐れの
ある水位）

水防団出動の目安となる水位

氾濫発生情報

（※洪水警報）

氾濫が発生したとき

名取橋 広瀬橋 杉の下橋

氾濫警戒情報
（※洪水警報）

氾濫危険水位に達する予測
がでたとき

又は避難判断水位に達し、
なお上昇の見込みのとき

氾濫注意情報
（※洪水注意報）

氾濫濫危険水位を超え、
なお上昇の見込みのとき

9.20 2.70 14.20

8.30 2.20 13.70

6.50 1.30 13.00

5.50 0.50 12.40

150分（2時間30分） 180分（3時間） 60 分（1時間）

避難準備情報等の発令判断の
目安となる水位

90分（1時間30分） 90分（1時間30分） 60分（1時間）
避難所開設
約1～1.5時間

氾濫危険情報

（※洪水警報）

氾濫危険水位に達したとき

※想定以上に水位上昇が早い場合、早めの行動を要する。

※

※

警戒レベル5相当
氾濫!

警戒レベル
4相当
危険!

警戒レベル
3相当
警戒!

警戒レベル
2相当
注意!

警戒レベル
1相当
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名取川の基準水位



丸森水位観測所

笠松水位観測所 岩沼水位観測所

笠松：受け持ち区間

岩
沼
：
受
け
持
ち
区
間

笠松：受け持ち区間

枝野橋

阿武隈橋

洪水予報：基準観測所とその受け持ち区間①（阿武隈川）

水防団待機水位 18.00ｍ 
はん濫注意水位 19.50ｍ 
避難判断水位 22.00ｍ 

はん濫危険水位 22.30ｍ 

丸森水位観測所

水防団待機水位 13.00ｍ 
はん濫注意水位 14.50ｍ 
避難判断水位 16.60ｍ 

はん濫危険水位 17.00ｍ 

笠松水位観測所

水防団待機水位 4.00ｍ 
はん濫注意水位 5.00ｍ 
避難判断水位 7.90ｍ 

はん濫危険水位 8.20ｍ 

岩沼水位観測所
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洪水予報及び水位周知：基準観測所とその受け持ち区間②（名取川）

広瀬橋：受け持ち区間

名取橋：受け持ち区間

名取橋：受け持ち区間

名取橋：受け持ち区間

広瀬橋：受け持ち区間

名取橋水位観測所

広瀬橋水位観測所

名取川頭首工

広瀬橋

水防団待機水位 0.50ｍ 
はん濫注意水位 1.30ｍ 
避難判断水位 2.20ｍ 

はん濫危険水位 2.70ｍ 

広瀬橋水位観測所

水防団待機水位 5.50ｍ 
はん濫注意水位 6.50ｍ 
避難判断水位 8.30ｍ 

はん濫危険水位 9.20ｍ 
H.W.L 10.190ｍ 

名取橋水位観測所

杉の下橋水位観測所（笊川）

20



水防警報：基準観測所とその受け持ち区間①（阿武隈川）

江尻：受け持ち区間

荒浜：受け持ち区間

笠松：受け持ち区間

岩
沼
：
受
け
持
ち
区
間

江尻水位観測所

笠松：受け持ち区間

荒浜：受け持ち区間

岩沼：受け持ち区間

丸森水位観測所

笠松水位観測所 岩沼水位観測所

荒浜水位観測所

江尻：受け持ち区間

枝野橋

阿武隈橋

東根橋

亘理大橋

水防団待機水位 18.00m 
はん濫注意水位 19.50m 

丸森水位観測所

水防団待機水位 13.00m 
はん濫注意水位 14.50m 

笠松水位観測所

水防団待機水位 9.50m 
はん濫注意水位 10.80m 

江尻水位観測所

水防団待機水位 4.00m 
はん濫注意水位 5.00m 

岩沼水位観測所
水防団待機水位 1.30m 
はん濫注意水位 1.80m 

荒浜水位観測所

21

水防警報：基準観測所とその受け持ち区間②（名取川）

閖上第二：受け持ち区間

名取橋：受け持ち区間

閖上第二：受け持ち区間
名取橋：受け持ち区間

名取橋水位観測所

閖上第二水位観測所

広瀬橋

水防団待機水位 0.50m 
はん濫注意水位 1.30m 

広瀬橋水位観測所

水防団待機水位 5.50m 
はん濫注意水位 6.50m 

名取橋水位観測所

水防団待機水位 1.50m 
はん濫注意水位 2.00m 

閖上第二水位観測所

広瀬橋：受け持ち区間

名取橋：受け持ち区間

広瀬橋水位観測所

名取川頭首工

杉の下橋：
受け持ち区間

杉の下橋水位観測所

水防団待機水位 12.40ｍ

はん濫注意水位 13.00ｍ

杉の下橋水位観測所
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ホットラインの実施により、地域の防災業務を支援します。

・いち早い情報提供による判断の迅速化

・速やかな災害対策（人材・災害対策資機材）の実施

大規模災害の発生時には、避難指示等の発令にあたって、通常の
伝達手法では支障が生じる恐れがあります。

このように、特に緊急を要すると判断される情報については、伝達
の迅速化のため、ホットラインによる情報伝達が必要です。

堤防決壊を水防団が発見した場合には速やかに河川管理者との
情報共有願います。

○ ホットラインの使用が考えられるケース

１．首長 ← 仙台河川国道事務所長

・避難判断水位、氾濫危険水位に到達した場合

・破堤など重大な災害が発生

・異常な浸透（漏水等）・浸食による変状が発見された場合

２．首長 → 仙台河川国道事務所長

・避難指示を発令した場合

３．首長 ←→ 仙台河川国道事務所長

・大規模災害が発生し広域的な応援が必要な場合

-リエゾン

-TEC-FORCE

-災害対策車・対策機材等

洪水予報・水防警報の伝達系統

国土交通省

仙台河川国道事務所

気象庁

仙台管区気象台

宮城県土木部

河川課

宮城県土木部

河川課

各自治体

水防管理団体

各自治体

首長

共同発表

：洪水予報

：水防警報

：共通ライン

：ホットライン 23

ホットラインの実施について

緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信

国土交通省では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、流域住民の主体的な避難を促進する
ため、平成２８年９月から、緊急速報メールを活用した洪水情報※１のプッシュ型配信※２を取り組んでい
ます。
平成３０年５月１日から、配信対象エリアを国管理河川１０９水系市町村に拡大配信しております。

※１ 洪水情報とは、洪水予報指定河川の氾濫危険情報（レベル４）及び氾濫発生情報（レベル５）
の発表を契機として、 住民の主体的な避難を促進するために配信する情報です。

※２ 「プッシュ型配信」とは、受信者側が要求しなくても発信者から情報が配信される仕組みです。
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緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信
～平成３０年５月１日から、配信対象エリアを国管理河川１０９水系市町村に拡大配信～

25

対象水系 現在の配信設定

　対象河川

名取川水系 名取橋水位観測所 宮城県

　名取川 （仙台市太白区） 左岸： 　仙台市宮城野区 希望

　仙台市名取川頭首工から海 　仙台市太白区 希望

右岸： 　仙台市若林区 希望

　仙台市名取川頭首工から海 　名取市 希望

名取川水系 広瀬橋水位観測所 宮城県

　広瀬川 （仙台市若林区） 左岸： 　仙台市宮城野区 希望

　仙台市広瀬橋から名取川合流点 　仙台市太白区 希望

右岸： 　仙台市若林区 希望

　仙台市広瀬橋から名取川合流点

阿武隈川水系 岩沼水位観測所 宮城県

　阿武隈川（下流） （宮城県岩沼市） 左岸： 　亘理町 希望

　岩沼市阿武隈橋から海 　岩沼市 希望

右岸： 　山元町 希望

　亘理町阿武隈橋から海 　名取市 希望

阿武隈川水系 笠松水位観測所 宮城県

　阿武隈川（下流） （宮城県角田市） 左岸： 　丸森町 希望

　角田市枝野橋から岩沼市阿武隈橋 　角田市 希望

右岸： 　柴田町 希望

　角田市枝野橋から岩沼市阿武隈橋 　亘理町 希望

　白石川 左岸： 　岩沼市 希望

　阿武隈急行鉄道橋上流付近から阿武隈川合流点 　山元町 希望

右岸： 　名取市 希望

　阿武隈急行鉄道橋上流付近から阿武隈川合流点

阿武隈川水系 丸森水位観測所 宮城県

　阿武隈川（下流） （宮城県丸森町） 左岸： 　丸森町 希望

　福島・宮城県境から角田市枝野橋 　角田市 希望

右岸：

　福島・宮城県境から角田市枝野橋

基準観測所 受持区間 配信エリア

国土交通省では、上流から下流まで連続的に、地先毎の洪水危険度を把握・表示する｢水害リスクライン｣により、災害の
切迫感をわかりやすく伝える取組を推進しています。
６時間先までの水位予測をご確認頂けますので、出水が予想される際に参考としてご活用ください。

●水害リスクラインを活用した洪水予報・危険度の表示
左右岸別、上下流連続的に地先ごとの危険度を表示

6時間先までの水位予測が確認できます。

観測所水位
(ポップアップ)

カメラ画像
(ポップアップ)

水害リスクライン
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【参考】川の防災情報

28
ポータルサイトURL：http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00037/k00290/river-
hp/kasen/mizukaramamoru/suibo/index.html

【参考】水防に関するポータルサイト開設



〇災害対策基本法改正に伴い、避難勧告、避難指示(緊急)から避難指示に一本化。
○このことから洪水タイムラインの見直しを順次実施。

【参考】タイムラインの体制確認及び伝達内容向上

29

〇激甚化する水害に備え、平成28年2月に策定した「郡山市タイムライン」を基に、より詳
細な防災行動計画となるよう、庁内外関係機関の役割等を明確化した「タイムライン(詳細
版)試行案」を平成29年３月に策定。
○運用結果を踏まえ、順次見直しを実施。

見直し内容
①出水の段階に対応した組
織の並べ替え
②地区本部となる出先機関
の行政センターの追加
③陸上自衛隊や警察といっ
た関係機関の追加
また、過度に細分化された
行動項目を統合。

タイムライン作成状況

【事例紹介】タイムライン詳細版の作成
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